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第 2 章　長期休暇・休業取得の現状

【ポイント】
・官民問わず、各種休暇の取得や休業制度を活用することに抵抗がなくなってきている。
・�一方で、地方公務員数は減少傾向にあり、限られた人員で、自治体業務を対処する必

要が生じている。
・�以前よりも各種休暇制度の活用が求められる中、職員数が減少傾向にあることで、長

期間の休暇や突発的な休業が発生した際の、一部職員への負荷は増大するおそれがあ
る。

1．公務員における休暇・休業制度の現状

（ 1 ）ワークライフバランス・働き方改革推進に向けた取組

　近年、民間において、ワークライフバランス・働き方改革の推進が求められるようにな
る中、行政においても、以下のような取組がみられており、ワークライフバランス・働き
方改革の推進が求められる傾向が加速している。

①政府主導による男性育休取得推進の要請

　2019年12月、内閣官房より、「国家公務員の男性職員による育児に伴う休暇・休業の取
得促進に関する方針」が示された 2 。これによると、2020年度から子どもが生まれた全ての
男性職員が １ カ月以上をめどに、育児に伴う休暇・休業を取得できることを目指し、政府
一丸となって、取組を推進することが明記されるなど、関連各省が対応を進めている。
　この流れは、国家公務員に限らず地方公務員にも波及し、本方針を踏まえ、同日付で総
務省自治行政局より各地方公共団体においても、地域の実情に応じて、男性の育休取得促
進に向けた職場全体の環境整備が要請されている。また、2020年 １ 月には、都道府県知事・
市区町村長宛の総務大臣書簡において、地方公共団体の男性職員の育児休業取得率が国家
公務員や民間企業と比較して低い点に触れつつ、男性職員の育児休業取得促進への協力が
要請されている 3 。

2　内閣官房「国家公務員の男性職員による育児に伴う休暇・休業の取得促進に関する方針」
　http://www.cas.go.jp/jp/gaiyou/jimu/jinjikyoku/w_lifebalance/pdf/kettei_honbun_r011227.pdf（2021年 1 月19日確認）

3　総務省「就職氷河期世代に対する支援及び男性育児休業の取得促進に関する総務大臣書簡」
　https://www.soumu.go.jp/main_content/000665621.pdf（2021年 1 月19日確認）
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図表 4 　「国家公務員の男性職員による育児に伴う休暇・休業の取得促進に関する方針」について（抜粋）4

　今般、「国家公務員の男性職員による育児に伴う休暇・休業の取得促進に関する方針」
（令和元年12 月27 日女性職員活躍・ワークライフバランス推進協議会決定）が策定され、
来年度から、子供が生まれたすべての国家公務員の男性職員が １か月以上を目途に育児
に伴う休暇・休業を取得できることを目指した取組を進めることとなりました。
　各地方公共団体におかれましては、別添の内容も踏まえ、男性職員が育児に参画する
時間をしっかりと確保できるよう、地域の実情に応じて、男性職員の育児休業や育児に
伴う休暇の取得促進に向けた職場全体としての環境整備に積極的に取り組んでいただき
ますようお願いします。
（後略）

②東京都における「都庁トップによる『都庁働き方改革』宣言」

　2017年11月、東京都は、「都庁トップによる『都庁働き方改革』宣言」を発表し、職員の「働
き方改革」に都の全組織で、管理職の強いリーダーシップのもと積極的・継続的に取り組
んでいくことを、知事、特別職及び全局長が宣言した。宣言の背景には、東京都において、
2016年10月以降、ワークライフバランスへの取組強化の結果、本庁の超過勤務は減少した
ものの、長時間労働を行う職員数の増加が確認されるなど、一層の取組の推進が求められ
ていることが挙げられている。

（ 2 ）公務員における定員等

　厳しい財政状況や地域経済の状況等を背景として、2005年より「地方公共団体における
行政改革の推進のための新たな指針」（以下、「集中改革プラン」）に基づく取組が開始さ
れた。行政に求められる政策ニーズが多様化する傾向にあるものの、この取組の影響もあ
り、公務員の定員数は減少傾向にある。地方公共団体の総職員数は、1994年に過去最大の
3,282千人を記録したが、その後減少傾向が続き、2019年には、2,741千人まで減少している。
　一般行政部門の職員数は、2019年 4 月 1 日時点で922,764人となっており、対前年増減
率は0.4%の増となっているもの、1975年を基準とした際の比率は84.0となっている。

4　総務省「国家公務員の男性職員による育児に伴う休暇・休業の取得促進に関する方針」について
　https://www.soumu.go.jp/main_content/000663339.pdf（2021年 1 月19日確認）
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図表 5 　地方公共団体の総職員数の推移

（出典）総務省「平成31年地方公共団体定員管理調査結果（平成31年 4 月 1 日現在）」
https://www.soumu.go.jp/main_content/000678577.pdf（2021年 1 月19日確認）

図表 6 　地方公共団体の総職員数の推移

（出典）総務省「平成31年地方公共団体定員管理調査結果（平成31年 4 月 1 日現在）」
https://www.soumu.go.jp/main_content/000678577.pdf（2021年 1 月19日確認）
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（出典）総務省「平成 31 年地⽅公共団体定員管理調査結果（平成 31 年 4 ⽉ 1 ⽇現在）」 
https://www.soumu.go.jp/main_content/000678577.pdf（2021 年 1 ⽉ 19 ⽇確認） 
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（出典）総務省「平成 31 年地⽅公共団体定員管理調査結果（平成 31 年 4 ⽉ 1 ⽇現在）」 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000678577.pdf（2021 年 1 ⽉ 19 ⽇確認） 
  

 

２ 職員数の増減状況 

 (1) 総職員数の増減状況 

図表‐１０ 団体区分別職員数の推移   

 

平成31年４月１日現在の地方公共団体の総職員数は2,740,653人で、前年（2,736,860人）に

比べ3,793人の増加（対前年増減率 0.1％）となった。 

総職員数は、昭和50年４月１日時点の調査開始以来、40人学級の実施等による教職員の

増やデイサービス事業の開始等による民生部門の充実に伴い、昭和58年までは増加を続け、

その後、昭和59年から昭和63年まで減少した。平成元年以降は、公共投資の増や地域福祉・

医療の充実に伴い、再び平成６年まで増加を続けた。平成６年をピークに、平成７年から減少

しており、対平成６年比で約54万人の減少となった。 

総職員の増減状況を団体区分別にみると、都道府県は前年に比べて4,482人の増加（同 

0.3％）となった。また、市町村等は前年に比べて689人の減少（同 △0.1％）となった。 

また、人口１万当たりの地方公務員数は、前年より増加し、215.0人であった。（平成31年1月

1日現在 住民基本台帳人口比）。なお、平成25年３月末現在の住民基本台帳人口から外国

人住民数が算入されている。 

 

 

 

図表‐１２ 人口１万当たりの地方公務員数の推移  

図表‐１１ 総職員数の推移  
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対前年 対前年 対前年
増減率 増減率 増減率

人 人 ％ 人 人 ％ 人 人 ％

５０年 2,940,066 82,730 2.9 1,592,340 33,447 2.1 1,347,726 49,283 3.8

５１年 2,968,675 28,609 1.0 1,607,654 15,314 1.0 1,361,021 13,295 1.0

５２年 3,012,304 43,629 1.5 1,629,039 21,385 1.3 1,383,265 22,244 1.6

５３年 3,065,674 53,370 1.8 1,654,996 25,957 1.6 1,410,678 27,413 2.0

５４年 3,118,275 52,601 1.7 1,679,928 24,932 1.5 1,438,347 27,669 2.0

５５年 3,167,744 49,469 1.6 1,705,587 25,659 1.5 1,462,157 23,810 1.7

５６年 3,205,718 37,974 1.2 1,725,090 19,503 1.1 1,480,628 18,471 1.3

５７年 3,224,815 19,097 0.6 1,737,629 12,539 0.7 1,487,186 6,558 0.4

５８年 3,231,650 6,835 0.2 1,743,024 5,395 0.3 1,488,626 1,440 0.1

５９年 3,230,740 ▲ 910 ▲ 0.0 1,743,236 212 0.0 1,487,504 ▲ 1,122 ▲ 0.1

６０年 3,222,019 ▲ 8,721 ▲ 0.3 1,744,633 1,397 0.1 1,477,386 ▲ 10,118 ▲ 0.7

６１年 3,217,016 ▲ 5,003 ▲ 0.2 1,743,600 ▲ 1,033 ▲ 0.1 1,473,416 ▲ 3,970 ▲ 0.3

６２年 3,216,930 ▲ 86 ▲ 0.0 1,744,787 1,187 0.1 1,472,143 ▲ 1,273 ▲ 0.1

６３年 3,215,470 ▲ 1,460 ▲ 0.0 1,741,975 ▲ 2,812 ▲ 0.2 1,473,495 1,352 0.1

元年 3,218,752 3,282 0.1 1,741,179 ▲ 796 ▲ 0.0 1,477,573 4,078 0.3

２年 3,228,318 9,566 0.3 1,741,447 268 0.0 1,486,871 9,298 0.6

３年 3,241,911 13,593 0.4 1,744,376 2,929 0.2 1,497,535 10,664 0.7

４年 3,254,291 12,380 0.4 1,742,121 ▲ 2,255 ▲ 0.1 1,512,170 14,635 1.0

５年 3,270,799 16,508 0.5 1,739,214 ▲ 2,907 ▲ 0.2 1,531,585 19,415 1.3

６年 3,282,492 11,693 0.4 1,734,665 ▲ 4,549 ▲ 0.3 1,547,827 16,242 1.1

７年 3,278,332 ▲ 4,160 ▲ 0.1 1,726,263 ▲ 8,402 ▲ 0.5 1,552,069 4,242 0.3

８年 3,274,481 ▲ 3,851 ▲ 0.1 1,719,900 ▲ 6,363 ▲ 0.4 1,554,581 2,512 0.2

９年 3,267,118 ▲ 7,363 ▲ 0.2 1,713,593 ▲ 6,307 ▲ 0.4 1,553,525 ▲ 1,056 ▲ 0.1

１０年 3,249,494 ▲ 17,624 ▲ 0.5 1,703,562 ▲ 10,031 ▲ 0.6 1,545,932 ▲ 7,593 ▲ 0.5

１１年 3,232,158 ▲ 17,336 ▲ 0.5 1,691,853 ▲ 11,709 ▲ 0.7 1,540,305 ▲ 5,627 ▲ 0.4

１２年 3,204,297 ▲ 27,861 ▲ 0.9 1,666,944 ▲ 24,909 ▲ 1.5 1,537,353 ▲ 2,952 ▲ 0.2

１３年 3,171,532 ▲ 32,765 ▲ 1.0 1,648,467 ▲ 18,477 ▲ 1.1 1,523,065 ▲ 14,288 ▲ 0.9

１４年 3,144,323 ▲ 27,209 ▲ 0.9 1,638,341 ▲ 10,126 ▲ 0.6 1,505,982 ▲ 17,083 ▲ 1.1

１５年 3,117,004 ▲ 27,319 ▲ 0.9 1,630,316 ▲ 8,025 ▲ 0.5 1,486,688 ▲ 19,294 ▲ 1.3

１６年 3,083,597 ▲ 33,407 ▲ 1.1 1,620,922 ▲ 9,394 ▲ 0.6 1,462,675 ▲ 24,013 ▲ 1.6

１７年 3,042,122 ▲ 41,475 ▲ 1.3 1,609,628 ▲ 11,294 ▲ 0.7 1,432,494 ▲ 30,181 ▲ 2.1

１８年 2,998,402 ▲ 43,720 ▲ 1.4 1,596,305 ▲ 13,323 ▲ 0.8 1,402,097 ▲ 30,397 ▲ 2.1

１９年 2,951,296 ▲ 47,106 ▲ 1.6 1,579,778 ▲ 16,527 ▲ 1.0 1,371,518 ▲ 30,579 ▲ 2.2

２０年 2,899,378 ▲ 51,918 ▲ 1.8 1,560,755 ▲ 19,023 ▲ 1.2 1,338,623 ▲ 32,895 ▲ 2.4

２１年 2,855,106 ▲ 44,272 ▲ 1.5 1,542,705 ▲ 18,050 ▲ 1.2 1,312,401 ▲ 26,222 ▲ 2.0

２２年 2,813,875 ▲ 41,231 ▲ 1.4 1,525,104 ▲ 17,601 ▲ 1.1 1,288,771 ▲ 23,630 ▲ 1.8

２３年 2,788,989 ▲ 24,886 ▲ 0.9 1,515,844 ▲ 9,260 ▲ 0.6 1,273,145 ▲ 15,626 ▲ 1.2

２４年 2,768,913 ▲ 20,076 ▲ 0.7 1,510,179 ▲ 5,665 ▲ 0.4 1,258,734 ▲ 14,411 ▲ 1.1

２５年 2,752,484 ▲ 16,429 ▲ 0.6 1,502,735 ▲ 7,444 ▲ 0.5 1,249,749 ▲ 8,985 ▲ 0.7

２６年 2,743,654 ▲ 8,830 ▲ 0.3 1,500,524 ▲ 2,211 ▲ 0.1 1,243,130 ▲ 6,619 ▲ 0.5

２７年 2,738,337 ▲ 5,317 ▲ 0.2 1,500,067 ▲ 457 ▲ 0.0 1,238,270 ▲ 4,860 ▲ 0.4

２８年 2,737,263 ▲ 1,074 ▲ 0.0 1,500,778 711 0.0 1,236,485 ▲ 1,785 ▲ 0.1

２９年 2,742,596 5,333 0.2 1,387,703 ▲ 113,075 ▲ 7.5 1,354,893 118,408 9.6

３０年 2,736,860 ▲ 5,736 ▲ 0.2 1,386,505 ▲ 1,198 ▲ 0.1 1,350,355 ▲ 4,538 ▲ 0.3

３１年 2,740,653 3,793 0.1 1,390,987 4,482 0.3 1,349,666 ▲ 689 ▲ 0.1

都道府県

総職員数 増減数

市町村等

総職員数 増減数

全団体

総職員数 増減数

- 10 -

平成 31 年地方公共団体定員管理調査結果（平成 31 年４月１日現在）
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（ 3 ）公務員における主な休暇・休業・休職の種類

　一般職の公務員（正規職員）の主な休暇・休業・休職制度としては、以下のような制度
が挙げられる。なお、地方公務員の休暇制度は、地方公務員法第24条第 ４ 項に基づき、国
家公務員の規定に準ずる運用となっていることが多い。国家公務員に適用される規定に触
れつつ、地方公務員の休暇制度について説明する。

　
①年次有給休暇

　国家公務員の場合、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律第17条に基づき、 １
年につき20日間の有給取得が認められる5。地方公務員の場合、地方公務員法第24条第 ４ 項
に基づき、国家公務員に準ずる運用を基本として、各自治体の条例で定められる。

②産前休暇・産後休暇

　国家公務員の場合、人事院規則15-14第22条第 ６ 号及び同 ７ 号に基づき、出産予定日の
６ 週間前（多胎妊娠の場合は14週間前）から産後 ８ 週間の間、産前休暇、産後休暇を取得
することが可能である6。地方公務員の場合、地方公務員法第24条第 ４ 項に基づき、国家公
務員に準ずる運用を基本として、各自治体の条例で定められる7。

③育児休業

　国家公務員の場合は国家公務員の育児休業等に関する法律において、地方公務員の場合
は地方公務員の育児休業等に関する法律において規定されており、同一の子ども １ 人あた
り、最大 ３ 年間育児休業を取得することが可能である8 9。

④介護休暇

　国家公務員の場合、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律第20条に基づき、最
大 ３ 回まで最大計 6 カ月間取得でき、異なる要介護状態になった場合には、再度取得する

5　一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律
　https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=406AC0000000033#64（2021年 1 月

19日確認）
6　人事院規則15-14第22条
　https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail/406RJNJ15014000_20170707_429RJNJ15014

034/ 0 ?revIndex= 2 &lawId=406RJNJ15014000#209（2021年 1 月19日確認）
7　地方公務員法第24条
　https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=325AC0000000261#228（2021年 1 月

19日確認）
8　国家公務員の育児休業等に関する法律
　https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=403AC0000000109（2021年 1 月19日

確認）
9　地方公務員の育児休業等に関する法律
　https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=403AC0000000110（2021年 1 月19日

確認）
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ことも可能である10。地方公務員の場合、地方公務員法第24条第 ４ 項に基づき、国家公務
員に準ずる運用を基本として、各自治体の条例で定められる11  12。

⑤病気休暇・病気休職

　国家公務員の場合、一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律第18条において、病
気休暇の取得が認められている。人事院規則15-14第21条においては、原則として最大90
日を超えることができないと定められている。また、国家公務員法第79条第 １ 号において、

「心身の故障のため、長期の休業を要する場合」に、職員の意に反して休職とすることが
認められている。その際の給与については、一般職の職員の給与に関する法律第23条第 ３
項に基づき、その休職の期間が満一年に達するまでは、これに俸給、扶養手当、地域手当、
広域異動手当、研究員調整手当、住居手当及び期末手当のそれぞれ百分の八十が支給され
る。
　地方公務員における病気休暇の場合も地方公務員法第24条第 ４ 項に基づき、国家公務員
に準ずる運用を基本として、各自治体の条例で定められる。また、地方公務員法第28条第
２ 項においては、「心身の故障のため、長期の休養を要する場合」に、職員の意に反して
休職とすることが認められている13。また、休職期間中の給与も、各自治体で条例にて定
められる。多くの場合、一般職の職員の給与に関する法律に準じ運用がされており、東京
都の場合、当該休職期間の初日から一年に限り、これに給料、扶養手当、地域手当、住居
手当及び寒冷地手当のそれぞれの百分の八十に相当する額を支給することとされている14  15。

10　一般職の職員の勤務時間、休暇等に関する法律
　https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=406AC0000000033#64（2021年 1 月19日確認）

11　地方公務員法第24条
　�https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=325AC0000000261#228（2021年 1 月

19日確認）
12　人事院「介護のための主な制度概要」

　�https://www.jinji.go.jp/kinmujikankyuuka/ryouritushien_gaiyou_zentai.pdf（2021年 1 月19日確認）
13　地方公務員法第28条第 2 項
 　�https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=325AC0000000261#294（2021年 1 月

19日確認）
14　一般職の職員の給与に関する法律

　�https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=325AC0000000095（2021年 1 月19日
確認）

15　東京都　休職者給与支給規則第二条
　�http://www.reiki.metro.tokyo.jp/reiki/reiki_honbun/g101RG00000379.html（2021年 1 月19日確認）
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（ 4 ）公務員における休暇・休業の取得状況

①年次有給休暇の取得状況

　平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査によると、2018年における地方公務
員の年次有給休暇平均使用日数は、全体で11.7日となっている。都道府県職員、政令指定
都市職員と比較して、市区町村職員の年次有給休暇取得日数が少ない傾向が見られる。な
お、2018年における国家公務員の年次有給休暇平均使用は14.8日、民間は9.4日となってい
る。

図表 7 　地方公共団体における年次有給休暇の使用状況の推移

（出典）総務省「平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査結果」
https://www.soumu.go.jp/main_content/000661370.pdf（2021年 1 月19日確認）
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②育児休業の取得状況

　平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査によると、2018年度中に新たに育
児休業等が取得可能となった職員の育児休業取得率について、女性職員は99.4％、男性職
員は5.6％となっている。また、2018年度に新規に育児休業等を取得した男性職員のうち、
51.0％が １ 月以下の取得にとどまっている。

図表 8 　地方公共団体職員における育児休業等の取得状況

区分 育児休業取得者数
2018年度中に新たに育
児休業等が取得可能と

なった職員数

2018年度中に新たに育
児休業等が取得可能と
なった職員の育児休業

取得率

男性職員 3,578人 63,808人 5.6％

女性職員 44,115人 44,383人 99.4%

計 47,693人 108,191人

（出典）総務省「平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティ
ング作成

https://www.soumu.go.jp/main_content/000661370.pdf（2021年 1 月19日確認）

図表 9 　育児休業等の承認期間等（平成30年度の新規取得者）

区分 育児休業
取得者数

育児休業承認期間

1月以下 １月超
３月以下

３月超
６月以下

６月超
９月以下

９月超
12月以下

12月超24
月以下

24月超

男性
職員

3,578 1,823
（51.0%）

587
（16.4%）

414
（11.6%）

218
（6.1%）

401
（11.2%）

98
（2.7%）

37
（1.0%）

女性
職員

44,115 245
（0.6%）

489
（1.1%）

1,297
（2.9%）

3,109
（7.0%）

9,905
（22.5%）

16,322
（37.0%）

12,748
（28.9%）

計 47,693 2,068
（4.3%）

1,076
（2.3%）

1,711
（3.6%）

3,327
（7.0%）

10,306
（21.6%）

16,420
（34.4%）

12,785
（26.8%）

※「育児休業承認期間」の（　）は、「育児休業取得者数」に占める割合である（端数処理のため、合計が
100%とならない場合がある）。

（出典）総務省「平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティ
ング作成

https://www.soumu.go.jp/main_content/000661370.pdf（2021年 1 月19日確認）

（単位：人）
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③育児休業の代替職員の配置状況

　平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査によると、代替要員の配置状況につ
いて、女性職員の育児休業取得の場合、「臨時的任用」により代替要員を配置している事
例が最も多く59.3％となっている。男性職員の育児休業取得の場合、「特段の措置なし」が
最も多く、68.4％となっている。

図表 10　育児休業の代替要員の配置状況（平成30年度の新規取得者）

区分 育児休業
取得者数

代替要員の配置状況

任期付任用 臨時的任用 非常勤職員
の任用 配置換え その他の任

用行為
特段の措
置なし その他

男性
職員 3,578 64

（1.8%）
789

（22.1%）
95

（2.7%）
123

（3.4%）
39

（1.1%）
2,449

（68.4%）
19

（0.5%）

女性
職員 44,115 2,888

（6.5%）
26,167
（59.3%）

3,314
（7.5%）

3,401
（7.7%）

770
（1.7%）

7,073
（16.0%）

502
（1.1%）

計 47,693 2,952
（6.2%）

26,956
（56.5%）

3,409
（7.1%）

3,524
（7.4%）

809
（1.7%）

9,522
（20.0%）

521
（1.1%）

※「代替要員の配置状況」の（　）は、「育児休業取得者数」に占める割合である（端数処理のため、合計が
100%とならない場合がある）。

（出典）総務省「平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」より三菱UFJリサーチ＆コンサルティ
ング作成

https://www.soumu.go.jp/main_content/000661370.pdf（2021年 1 月19日確認）

（単位：人）
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④介護休暇の取得状況

　平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査によると、介護休暇の取得状況につ
いて、男性職員が729名、女性職員が1,934名となっている。また、取得期間については、「 1
月以下」が最も多く、41.2%となっている。

図表 11　介護休暇の取得状況（平成30年度中に取得開始した者）

区分 介護休暇
取得者数

　介護休暇の期間別の取得者数

1月以下 １月超
２月以下

２月超
３月以下

３月超
４月以下

４月超
５月以下 ５月超

男性
職員 729 358

（49.1%）
98

（13.4%）
78

（10.7%）
31

（4.3%）
33

（4.5%）
131

（18.0%）

女性
職員 1,934 738

（38.2%）
333

（17.2%）
222

（11.5%）
163

（8.4%）
109

（5.6%）
369

（19.1%）

計 2,663 1,096
（41.2%）

431
（16.2%）

300
（11.3%）

194
（7.3%）

142
（5.3%）

500
（18.8%）

※「介護休暇の期間別の取得者数」の（　）は、「介護休暇取得者数」に占める割合である（端数処理のため、
合計が100%とならない場合がある）。

（出典）総務省「平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」
https://www.soumu.go.jp/main_content/000661370.pdf（2021年 1 月19日確認）

（単位：人）
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⑤病気休暇・病気休職の状況

　一般社団法人地方公務員安全衛生推進協会によると、2018年度の長期病休者疾病等によ
り休業30日以上又は １ カ月以上の療養者の10万人率は、2,551.3人となっている。また、そ
の内訳をみると、「精神及び行動の障害」が57.7％を占めており、増加傾向が続いている。

図表 12　長期病休者数の推移（10万人率）

（出典）一般社団法人地方公務員安全衛生推進協会「地方公務員健康状況等の現況　調査結果」
http://www.jalsha.or.jp/tyosa/result（2021年 1 月19日確認）

図表 13　長期病休者数の疾病分類別構成比の推移

（出典）一般社団法人地方公務員安全衛生推進協会「地方公務員健康状況等の現況　調査結果」
http://www.jalsha.or.jp/tyosa/result（2021年 1 月19日確認）
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2．民間における休暇・休業制度の現状

（ 1 ）ワークライフバランス・働き方改革推進に向けた取組

　少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少や、育児や介護との両立などといった働き手の
ニーズの多様化に伴い、働き手の事情に応じた多様な働き方を実現することを目的とした
働き方改革を推進するため、2018年 ７ 月に働き方改革を推進するための関係法律の整備に
関する法律が公布され、2019年 ４ 月より順次施行されている。
　主な内容としては、労働時間法制の見直しと、同一労働同一賃金の推進が挙げられてお
り、労働時間法制の見直しの中では、時間外労働の上限規制の導入や、有給休暇の消化が
企業に義務付けられた。

（ 2 ）民間における主な休暇・休業の種類

①産前休暇・産後休暇

　労働基準法第65条において規定されており、出産予定日の ６ 週間前（多胎妊娠の場合は
14週間前）から産後 ８ 週間の間、産前休暇、産後休暇を取得することが可能である16。

②育児休業

　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（以下、「育児・
介護休業法」という。）において規定されており、原則、子どもが １ 歳になる日まで取得す
ることが可能である17。同一の子どもについて、労働者 １ 人につき、 １ 回限りの取得が原
則であるが、産後 ８ 週間以内に配偶者が育児休業を取得した場合、配偶者は ２ 度目の育児
休業取得が可能である。両親ともに育児休業を取得する場合の特例（パパ・ママ育休プラス）
を活用することで、父親は子どもが １ 歳 ２ か月になるまでの期間、育休を取得することが
可能である18。

③介護休暇

　育児・介護休業法において規定されており、要介護状態にある対象家族の介護その他の
厚生労働省令で定める世話を行う労働者は、その事業主に申し出ることにより、一の年度
において ５ 労働日（要介護状態にある対象家族が二人以上の場合にあっては、10労働日）

16　労働基準法第六十五条
 　�https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=322AC0000000049#328（2021年 1

月19日確認）
17　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第五条
 　�https://elaws.e-gov.go.jp/search/elawsSearch/elaws_search/lsg0500/detail?lawId=403AC0000000076#20（2021年 1 月

19日確認）
18　�厚生労働省「Ⅱ－ ５  育児休業の期間 ２ －両親ともに育児休業をする場合（パパ･ママ育休プラス）の特例－（第

９ 条の ２ 、第 ９ 条の ２ 第 １ 項による読み替え後の第 ５ 条第 １ 項、第 ３ 項及び第 ４ 項並びに第 ９ 条第 １ 項関係）」
 　�https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/18/dl/gaikyou.pdf（2021年 1 月19日確認）
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を限度として、取得することが可能である19。
　また、育児・介護休業法施行規則等が改正され、2021年 １ 月から,すべての労働者が取
得でき、時間単位での取得を可能となった20。

④特別休暇

　法定休暇（年次有給休暇、産前・産後休暇、生理休暇、育児休業、介護休業、子の看
護のための休暇等）以外に、夏季休暇や病気休暇等、企業が独自に就業規則等で休暇制度
を定めることが可能である。平成31年度就労条件総合調査によると、夏季休暇、病気休暇
等の特別休暇制度がある企業割合は、59.0％となっている。内訳をみると、夏季休暇制度
がある企業が42.9％、病気休暇制度がある企業は25.7％となっている。

図表 14　特別休暇制度の有無、種類別企業割合

（出典）厚生労働省「平成31年就労条件総合調査の概況」
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/19/dl/gaikyou.pdf（2021年 1 月19日確

認）

　

19　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第十六条の五
 　https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=403AC0000000076（2021年 1 月19日確認）

20　�厚生労働省 都道府県労働局雇⽤環境・均等部（室） 「⼦の看護休暇・介護休暇が時間単位で取得できるように
なります！（施⾏は令和 ３ 年 １⽉１⽇ です）」

 　https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000582033.pdf（2021年 1 月19日確認）
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法定休暇（年次有給休暇、産前・産後休暇、生理休暇、育児休業、介護休業、子の看護

のための休暇等）以外に、夏季休暇や病気休暇等、企業が独自に就業規則等で休暇制度を

定めることが可能である。平成 31 年度就労条件総合調査によると、夏季休暇、病気休暇等

の特別休暇制度がある企業割合は、59.0％となっている。内訳をみると、夏季休暇制度があ

る企業が 42.9％、病気休暇制度がある企業は 25.7％となっている。 

 

図表 14 特別休暇制度の有無、種類別企業割合 

 
（出典）厚⽣労働省「平成 31 年就労条件総合調査の概況」 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/19/dl/gaikyou.pdf（2021 年 1 ⽉ 19

⽇確認） 

 

   

                                                        
19 育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第十六条の五 
https://elaws.e-gov.go.jp/document?lawid=403AC0000000076（2021 年 1 月 19 日確認） 
20 厚生労働省 都道府県労働局雇⽤環境・均等部（室） 「⼦の看護休暇・介護休暇が時間単位で取得でき
るようになります（施⾏は令和３年１⽉１⽇です）」 
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000582033.pdf（2021 年 1 月 19 日確認） 
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第２章　長期休暇・休業取得の現状

第
２
章

（ 3 ）民間における主な休暇・休業の取得状況

①年次有給休暇

　平成31年就労条件総合調査によると、2018年（又は2017会計年度）の １ 年間に企業が付
与した年次有給休暇日数（繰り越し日数は除く）は労働者 １ 人につき、平均18.0日となっ
ている。労働者 １ 人あたりの年次有給休暇の平均取得日数を見ると、9.4日となっており、
前年比で0.1日増加している21。

②育児休業

　令和元年度雇用均等基本調査によると、2017年10月 １ 日から2018年 ９ 月30日までの １ 年
間に在職中に出産した女性のうち、2019年10月 １ 日までに育児休業を開始した育児休業取
得者（育児休業の申し出をしている者を含む）の割合は83.0％となっており、前年比0.8ポ
イント上昇している。また、男性育児休業取得者の割合は、7.48％となっており前年比1.32
ポイント上昇している。

図表 15　育児休業取得率の推移

（出典）厚生労働省「令和元年度雇用均等基本調査　事業所調査　結果概要」
https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/71-r01/03.pdf（2021年 1 月19日確認）

21　厚生労働省「平成31年度就労条件総合調査の概要」
 　https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/19/dl/gaikyou.pdf（2021年 1 月19日確認）

 

21 

（３）⺠間における主な休暇・休業の取得状況 

①年次有給休暇 

 平成 31 年就労条件総合調査によると、2018 年（又は 2017 会計年度）の１年間に企業が

付与した年次有給休暇日数（繰り越し日数は除く）は労働者１人につき、平均 18.0 日とな

っている。労働者１人あたりの年次有給休暇の平均取得日数を見ると、9.4 日となっており、

前年比で 0.1 日増加している21。 

 

②育児休業 

 令和元年度雇用均等基本調査によると、2017 年 10 月１日から 2018 年９月 30 日までの１

年間に在職中に出産した女性のうち、2019 年 10 月１日までに育児休業を開始した育児休業

取得者（育児休業の申し出をしている者を含む）の割合は 83.0％となっており、前年比 0.8

ポイント上昇している。また、男性育児休業取得者の割合は、7.48％となっており前年比

1.32 ポイント上昇している。 

 

図表 15 育児休業取得率の推移 

 
（出典）厚⽣労働省「令和元年度雇⽤均等基本調査 事業所調査 結果概要」 

https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/dl/71-r01/03.pdf（2021 年 1 ⽉ 19 ⽇確認） 

                                                        
21 厚生労働省「平成 31 年度就労条件総合調査の概要」 
https://www.mhlw.go.jp/toukei/itiran/roudou/jikan/syurou/19/dl/gaikyou.pdf（2021 年 1 月 19 日確認） 
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